
第７回ジョブ･カード制度推進会議

議事次第

日時：平成 30 年 11 月 20 日(火)16:00～18:00

場所：厚生労働省 共用第 8会議室（20 階）

１ 開会

２ 議題

（１）新ジョブ・カード制度推進基本計画のフォローアップについて

（２）ジョブ・カード制度関係の平成 31 年度概算要求について

（３）民間企業におけるジョブ・カード活用事例の紹介

・アデコ株式会社

発表者：キャリア開発本部キャリア開発企画部企画課課長 諏訪部 美史氏

・株式会社いなげや

発表者：人事本部人事部次長 教育・採用グループリーダー 白井 和生氏

・株式会社ホスピタリティ＆グローイング・ジャパン

発表者：営業統括本部執行役員 部長 齊藤 哲氏

（４）ジョブ・カード制度総合サイト利用者の行動分析

・株式会社 NTT データ

発表者：課長代理 柳武 大祐氏

３ 閉会

【配付資料】

資料１ ジョブ・カード制度推進会議開催要綱

資料２－１ 新ジョブ・カード制度推進基本計画のフォローアップについて

資料２－２ ジョブ・カード制度関係の平成 31 年度予算要求の概要について

資料３―１～３ 民間企業におけるジョブ・カード活用事例の紹介

資料４ ジョブ・カード制度総合サイト利用者の行動分析

参考資料１ ジョブ・カード制度の推進状況（実績）

参考資料２ 第６回ジョブ・カード制度推進会議における主なご意見
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堀 達 也 ○

文部科学省高等教育局大学振興課
専門官

（ 小 沢 委 員 ）
文部科学省総合教育政策局
生涯学習推進課長

岩 崎 代 理 ○ ○ 久 保 田 達也
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菊 池 代 理 ○
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○
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資料１

ジョブ･カード制度推進会議開催要綱

１ 趣旨

ジョブ･カード制度(以下｢制度｣と言う｡)の普及･促進方策等に

ついて検討するため､ジョブ･カード制度推進会議(以下｢推進会

議｣)を開催する｡

なお､推進会議は､内閣府の｢ジョブ･カード推進協議会｣が廃止

されることに伴い､内閣府の｢ジョブ･カード推進協議会｣の役割を

引き継ぐものである｡

２ 検討事項

（１）制度の普及･促進方策に関すること｡

（２）制度を見直したものに係る制度推進基本計画の作成･改正に関

すること｡

（３）その他制度に関すること｡

３ 運営

（１）推進会議は､厚生労働省人材開発統括官が､学識経験者等の参

集を求めることとし､構成員は別紙のとおりとする｡

（２）推進会議には座長及び座長代理を置く｡

（３）推進会議には､必要に応じて､構成員以外の関係者の出席を求

めることができる｡

（４）推進会議の庶務は､厚生労働省人材開発統括官付若年者・キャ

リア形成支援担当参事官付キャリア形成支援室にて行う｡

（５）推進会議の議事は､別に推進会議において申し合わせた場合を

除き､公開する｡
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（別紙）

ジョブ・カード制度推進会議構成員名簿（平成 30 年 10 月現在）

◎＝座長、○＝座長代理

（五十音順 敬称略）

五十嵐 敦 国立大学法人福島大学総合教育研究センター教授

阿部 正浩 中央大学経済学部教授

内田 厚 日本労働組合総連合会副事務局長

遠藤 和夫 日本経済団体連合会労働政策本部副本部長

大久保幸夫 （株）リクルートホールディングス専門役員・

リクルートワークス研究所所長

小沢 一彦 横須賀商工会議所名誉会頭

小林 治彦 日本商工会議所産業政策第二部長

小杉 礼子 （独）労働政策研究・研修機構 研究顧問

神保 政史 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会書記長

関口 正雄 全国専修学校各種学校総連合会常任理事・総務委員長

髙倉 明 全日本自動車産業労働組合総連合会会長

中澤 善美 全国中小企業団体中央会常務理事

◎樋口 美雄 （独）労働政策研究・研修機構理事長

文部科学省

経済産業省

厚生労働省

4



1

新ジョブ・カード制度推進基本計画のフォローアップ

（主に第５回ジョブ・カード制度推進会議後の状況）

平成３０年１１月２０日

（１）在職労働者を含めた職業生涯を通じた活用

① ポートフォリオ型のキャリア・プランニングでの活用

これまでの実績

○ ジョブ・カード制度総合サイトの開設及び機能拡充

・ 職業情報、スキルチェック、キャリア・プラン作成のための質問事項、教

育訓練等の関係情報提供し、求職者や学生自らが、キャリアの振返り、キャ

リア・プランの検討を行うツールである「ジョブ・カード作成支援ソフトウ

ェア」、「ジョブ・カード作成支援アプリ」サービスの開始。

○ メール相談サービス開始

ジョブ・カード制度総合サイトにキャリアコンサルタントによる「メール

相談サービス」機能を追加。

時期 イベント

H27.12
ジョブ・カード制度総合サイト

開設

H28.3
ジョブ・カード作成支援アプリ

提供開始

H28.7 メール相談サービス開始

H30.3
ジョブ・カード作成支援 WEB サー

ビス開始

H30.8 LINE＠公式アカウント開設

サイトアクセス件数（年間）

平成 28 年度 376,445 件

平成 29 年度 337,064 件

メール相談件数（年間）

平成 28 年度 156 件

平成 29 年度 139 件

資料２－１
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2

○ ジョブ・カード作成支援WEB サービス開始【新規】

パソコンに Microsoft Office のインスト

ールが不要な「ジョブ・カード作成支援 WEB」

のサービスを開始。

★作成支援WEB画面⇒

○ LINE＠公式アカウント開設【新規】

第６回ジョブ・カード制度推進会議にお

ける LINE 周知広報の効果性のご意見を踏まえ、ジョブ・カード制度総合サ

イト LINE＠公式アカウント開設。

○ ジョブ・カード制度総合サイト利用による実績

お友達件数（H30.11.1 現在）

1,251 人

ＪＣ作成支援件数

平成 28 年度 31,831 人

平成 29 年度 27,964 人

② 在職労働者の実務経験を通じ発揮される職業能力の評価での活用

これまでの実績

○雇用型訓練を活用する企業に対する支援等実施事業（受託者：日本商工会議所）

・ 平成 27 年 10 月から、地域ジョブ・カード（サポート）センターにおいて、

以下を実施。

➢在職者評価を実施する企業の開拓 

➢在職者評価の実施準備に係る助言・指導 

➢評価者への説明会及び在職者評価を実施する企業に支給される助成金の

各種支援

※ 主に活用を支援する助成金

平成 27 年度：企業内人材開発支援助成金

平成 28 年度：キャリア形成促進助成金（ｾﾙﾌ･ｷｬﾘｱﾄﾞｯｸ制度導入ｺｰｽ）

平成 29 年度：平成 28 年度の経過措置分

（実績：職業能力評価制度導入・適用計画認定企業数）

企業数

平成 28 年度 1,584 社

平成 29 年度 597 社
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3

○ 建設キャリアアップシステムとの連携【新規】

・ 建設業界において、建設技能者の資格や現場での就業履歴等を業界横断的

に登録・蓄積する仕組みである建設キャリアアップシステムの構築が官民連

携して進められているところ。

・ 本システムの登録情報とジョブ・カードに記載される項目には共通の情報

があるため、ジョブ・カード作成支援 WEB 等と相互連携し、ジョブ・カード

を作成しやすくするシステムを構築し、建設技能者が適切な能力評価と処遇

を受け、キャリアアップが図れるよう、ジョブ・カードの活用促進を図る。

③ 「業界検定」等に係る活用

これまでの実績

○ ジョブ・カードの活用場面

・ キャリアコンサルタント試験の受験資格証明としてジョブ・カードを指定。

（JC 様式を活用した受験者数実績）

学科試験 実技試験

平成 28 年度 737 人 713 人

平成 29 年度 996 人 786 人

・ 業界検定等に関わる具体的な評価指標の１つとして活用できるようジョブ・

カードを職務経歴や職務を通じた働きぶりの評価を盛り込んだものとした。

○ ジョブ・カードの企業・学校における効果的活用方策の開発に係る調査研究

（平成 29 年度事業）

・ スーパーマーケット 2 社、ホテル 3 社の協力を得て、ジョブ・カードの試

行導入を実施。試行企業において、具体的事例を蓄積しジョブ・カードの活用
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4

に関する、導入、作成、運用、フォローアップのフェーズでの課題を抽出して

整理。整理した試行実施結果を分析し、企業におけるジョブ・カード活用支援

ツールとなるジョブ・カードマニュアルを作成。企業において、ジョブ・カー

ドを組織的なデータとして効果的に活用する事例を整理。

○ 平成 30～31 年度「ジョブ・カード「実践的能力評価」強化事業」【新規】

・ 特に人材確保が課題となっているＩＴ、介護、ホワイトカラー分野をターゲ

ットに、業界内・企業内で通用する、分かりやすい能力証明ツールの開発・活

用・検証を行い、より効果的なマッチングに役立つジョブ・カードの構築を 2

年度間かけて目指す。

④ 専門実践教育訓練における活用

これまでの実績

○ 専門実践教育訓練給付（平成 26 年 10 月創設）

・ 受講希望者が希望する訓練が中長期的なキャリア形成に資するか事前に判

断した上で、適切な訓練選択を行う必要があることから、受講開始前に、訓練

対応キャリアコンサルタントによるキャリアコンサルティングを受けて、ジ

ョブ・カードを作成・提出することを要件。

（雇用保険法施行規則第 101 条の２の 12）

・ 「働き方改革」の一環として、平成 30 年 1 月より支給額の拡充や、対象者

の要件緩和を行い、さらなるジョブ・カードの活用を進実施

専門実践教育訓練受講による JC 作成支援件数

平成 28 年度 5,678 人

平成 29 年度 7,890 人

⑤ 離職予定者を対象とした活用

これまでの実績

○ ミッドキャリアでの離職者キャリア支援の取組

・ 離職予定者に対し、再就職援助措置関係シートと併せて職務経歴シート（ジ

ョブ・カード）を交付することにより高年齢者雇用安定法律第１７条第１項

に基づく「求職活動支援書」とすることができることとした。
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5

○ ジョブ・カード作成機能の充実【新規】

・ ジョブ・カードの企業・学校における効果的活用方策の開発に係る調査研究

（平成 29 年度事業）を踏まえ、キャリア・プラン作成補助シートとジョブ・カ

ード作成マニュアルを作成。

＜補助シートイメージ＞

○ 「ジョブ・カード活用ガイド」の作成【新規】

・ キャリア・プラン作成補助シートを使いながら、ジョブ・カードを仕上げる

ワーク機能を持ったガイドブック（パンフレット）を作成。

書く内容を整理するためのワーク
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6

○ ジョブ・カード様式の弾力化【新規】

・ 平成 30 年 4 月から、各企業・学校・利用者等のニーズに応じて柔軟に活用

することができるよう、「欄の統合・分節化」、「欄の省略」、「独自の欄の追加」

を可能とし、ジョブ・カードの活用を促進。

～ 弾力化イメージ図 ～

（実績：弾力化等された様式によりジョブ・カードを作成した学生・従業員数）

ＪＣ作成支援件数

平成３０年度（8月末時点） 10,352 人
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7

⑥ 中小企業等の職業生活設計に即した取組への相談・援助

これまでの実績

○ 雇用型訓練を活用する企業に対する支援等実施事業

（受託者：日本商工会議所）

・ 地域ジョブ・カードセンター（１１４箇所）において、在職者に対しジョ

ブ・カードを活用して、

➢キャリアコンサルティングを実施する企業の開拓 

➢キャリアコンサルティングの実施準備にかかる支援 

➢キャリアコンサルティングの実施にかかる助言・指導 

➢キャリアコンサルティングを実施する企業に支給される助成金の支援実施

※ 主に活用を支援する助成金

平成 27 年度：企業内人材開発支援助成金

平成 28 年度：キャリア形成促進助成金（ｾﾙﾌ･ｷｬﾘｱﾄﾞｯｸ制度導入ｺｰｽ）

平成 29 年度：平成 28 年度の経過措置分

（実績：キャリアコンサルティング制度導入・適用計画認定企業数）

企業数

平成 28 年度 1,296 社

平成 29 年度 1,210 社

（２）求職者に特化した活用

① 公共職業安定所における求職者を対象とした活用

これまでの実績

○ 公共職業安定所

・ 職業相談・紹介場面等での活用を促進

○ ジョブ・カード作成支援推進事業

・ 積極的なキャリア形成が必要な者に対するキャリアコンサルティングを通

じたジョブ・カード作成のさらなる積極的な実施について平成 30 年 10 月５

日付け事務連絡において各都道府県労働局あてに指示。

ＪＣ作成支援件数

平成２８年度 8,311 人

平成２９年度 8,745 人
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8

○ 平成 31 年度ハローワークシステム刷新

・ ハローワークインターネットサービスと連携し、求職者へジョブ・カードの

アップロードを可能とする仕組みを構築予定。

② デジタルネットワーク上での活用

これまでの実績

○ ジョブ・カード制度総合サイト LINE＠公式アカウント開設（再掲）【新規】

・ 第６回ジョブ・カード制度推進会議における LINE 周知

広報の効果性のご意見を踏まえ、ジョブ・カード制度総

合サイト LINE＠公式アカウント開設。

・ ジョブ・カードの作り方のアドバイスやジョブ・カー

ドの活用に向けたコンテンツといった、有益な情報を求

職者等に継続的に発信することで、ジョブ・カード制度

総合サイトへのアクセスを誘導。

お友達件数（H30.11.2 現在）

1,265 人

（３）教育訓練の場面に特化した活用

これまでの実績

○ 雇用型訓練の実施

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（H30.4.1 改正）に基づき、職業訓練受

講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを実施。

○ 雇用型訓練を活用する企業に対する支援等実施事業（受託者：日本商工会議所）

➢雇用型訓練実施企業の開拓 

➢訓練実施計画の作成支援 

➢雇用型訓練受講者に対するジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティ

ング

➢雇用型訓練を実施する企業に支給される助成金の各種申請等の支援 
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9

○ キャリア形成促進助成金（平成 29 年度から人材開発支援助成金に再編）

・ 建設業や製造業の事業主を対象とした「ものづくり人材育成訓練」にて高率・

高額助成を行っていたところ、平成 28 年度から情報通信業を新たに加え、「特

定分野認定実習併用職業訓練」として拡充。

・ また、中高年齢者の活躍促進、質の向上のため、平成 28 年度から「中高年齢

者雇用型訓練」を創設する等、雇用型訓練を推進。

ＪＣ作成支援件数

平成 28 年度 11,798 人

平成 29 年度 8,875 人

○ 公共職業訓練の実施

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づき、

訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの

実施体制の充実・強化については、外部のキャリアコンサルタントの活用を図る

など、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施する体制を整備。

ＪＣ作成支援件数

平成 28 年度 95,383 人

平成 29 年度 92,378 人

○ 求職者支援訓練の実施

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づき、

訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの

実施体制の充実・強化については、外部のキャリアコンサルタントの活用を図る

など、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施する体制を整備。

ＪＣ作成支援件数

平成 28 年度 31,604 人

平成 29 年度 28,222 人

13
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○ 専門実践教育訓練（平成 26 年 10 月創設）（再掲）

・ 受講希望者が希望する訓練が中長期的なキャリア形成に資するか事前に判断

した上で、適切な訓練選択を行う必要があることから、受講開始前に、訓練対応

キャリアコンサルタントによるキャリアコンサルティングを受けて、ジョブ・カ

ードを作成・提出することを要件。（雇用保険法施行規則第 101 条の２の 12）。

・ 「働き方改革」の一環として、平成 30 年 1 月より支給額の拡充や、対象者の

要件緩和を行い、さらなるジョブ・カードの活用促進を実施。

（４）学生を対象とした活用

これまでの実績

○ ジョブ・カード様式の弾力化（再掲）

・ 平成 30 年 4 月から、各企業・学校・利用者等のニーズに応じて柔軟に活用す

ることができるよう、「欄の統合・分節化」、「欄の省略」、「独自の欄の追加」を

可能とし、ジョブ・カードの活用を促進。

○ 地域ジョブ・カード運営本部の設置

・ 新ジョブ・カード制度推進基本計画に基づき、有識者、労使団体、地方公共団

体、経済産業局、民間教育訓練機関、(独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、

地域ＪＣセンター等で構成される地域ジョブ・カード運営本部を都道府県労働

局に設置し、国が中心となった関係機関のより密接な連携・協力体制を構築。関

係機関が連携してジョブ・カードの活用・普及に向けた取組を実施するととも

に、大学・専修学校におけるジョブ・カード活用好事例の把握・普及を実施。

○ 文部科学省の取組

・ 学生に対するジョブ・カードの更なる活用促進に向け、厚生労働省と連名によ

り、平成 30 年 3 月 29 日付で大学・短期大学・高等専門学校・専修学校・各種学

校に文書を発出するとともに、大学関係者が出席する各種会議において、ジョ

ブ・カードの活用促進に関して周知・資料配布。

開催回数

平成 28 年度 79 回

平成 29 年度 80 回

14
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○ 厚生労働省の取組

・ 労働局が把握している学校現場（学生）におけるジョブ・カード活用の好事例

や労働局・ハローワークが取り組んでいるジョブ・カードの普及促進策等につい

て情報を収集。学生に対するジョブ・カードの活用促進について、学卒ジョブサ

ポーター等による大学等に対する積極的な働きかけを指示（平成 28 年 9 月 16 日

付け通知など）するとともに、当該働きかけに関するフォローアップを実施

・ ジョブ・カードを就職活動向けのツール（エント

リーシート）として活用を促進のリーフレットを

作成。併せて都道府県労働局へ通知を発出。

➢ 「ジョブ・カードを活用してオープンエントリ

ーシート（Open ES）の内容を充実させよう！」

（H30.3.8）【新規】

➢ 「ジョブ・カードを活用して“「マイナビ」ス

カウト”に登録しよう！」（H30.4.23）【新規】

（５）周知広報・普及促進

これまでの実績

○ 様々な広報媒体の活用

・ ジョブ・カード関係者に対して、リーフレットや「ジョブ・カード制度総合サ

イト」等を活用してジョブ・カードの役割や活用方法、活用メリット等について

積極的な周知広報を実施。

○ ポスター等の活用

・ 各都道府県労働局及びハローワーク向けに、ポスターやリーフレット等を使用

して、効果的に周知広報や窓口等による説明を行うことができるよう、各種広告

媒体を作成し配付。
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○ ジョブ・カード制度総合サイト（再掲）

・ ジョブ・カード制度総合サイト等にジョブ・カードを活用した好事例、利用者

からの声を掲載。

○ 周知用リーフレット・パンフレットの作成 【新規】

施行日 内容

H30.3.8
「ジョブ・カードを活用してオープンエントリーシート

（Open ES）の内容を充実させよう！」

H30.4.23
「ジョブ・カードを活用して“「マイナビ」スカウト”に登録し

よう！

H30.4.27 ジョブ・カードを使って、従業員の職業能力（資格）や面談記録などを

効率的に管理しましょう！

ジョブ・カード作成支援WEB”を使って、ジョブ・カードの作成、編集、

ダウンロードによる保存を簡単に！！

H30.5.24 ジョブ・カードを使って必要な人材を確保しましょう！

16



13

○ Facebook 及び Twitter 厚生労働省公式アカウントによる配信

○ ジョブ・カード活用動画配信（H30.3.15～3.28 掲載）【新規】

○ 広告配信（動画サイト等）【新規】

配信期間 媒体 クリック回数

H30.3.14～3.24 ニコニコ動画 3,267 回

H30.3.1～3.31

Yahoo!及び Google

ディスプレイネットワーク
37,661 回

オフィスセグメントバナー 3,726 回

Biz ocean 484 回

検索連動型広告 4,435 回

○ 広告配信（WEB サイト）【新規】

掲載期間 広告媒体 ページビュー数

H30.3.14～3.30 Yahoo!への広告記事掲載 52,725 回

○ 文部科学省の取組

・ 学生に対するジョブ・カードの更なる活用促進に向け、厚生労働省との連名に

より平成 30 年 3 月 29 日付で大学・短期大学・高等専門学校・専修学校・各種学

校に文書を発出。（再掲）

・ 専修学校・各種学校の関係団体の会議において行政説明の中で説明及び資料配

付。

・ 大学関係者が出席する各種会議において、ジョブ・カードの活用促進に関して

周知・資料配布。（再掲）

・ 「全国キャリア・就職ガイダンス」（主催：文部科学省、就職問題懇談会、独

媒体 視聴回数

NEWSTV Network 373,767 回

Facebook 17,164 回

Twitter 181,534 回
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立行政法人日本学生支援機構(JASSO)、協力：内閣官房、厚生労働省、経済産業

省、農林水産省）にてキャリア教育・就職支援の充実の一環としてジョブ・カー

ドについて説明・資料配布。

平成 29 年 6 月 20 日開催 参加人数：1,125 名

内訳：大学等 582 名、企業・公共団体 486 名、関係団体等 57 名

平成 30 年 6 月 19 日開催 参加人数：1,101 名

内訳：大学等 589 名、企業・関係団体等 512 名

○ 経済産業省の取組

・ Twitter 経済産業省公式アカウントによるジョブ・カード制度の周知

・ 各地方経済産業局発行のメールマガジンによりジョブ・カード制度の周知

（例：中国経済産業局メルマガ「METI CHUGOKU TIMES」 ）

・ 中小企業庁発行のメールマガジンによりジョブ・カード制度の周知

（例：ミラサポメールマガジン）

18
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○ 助成金を活用したジョブ・カードの普及促進

・ ジョブ・カードを活用した職業訓練を実施する企業並びにジョブ・カードを活

用した在職労働者の実務経験の評価及び在職労働者に対するキャリアコンサル

ティングを実施する企業に対するインセンティブとして、平成 27 年度に創設し

た企業内人材育成推進助成金（平成 28 年度よりキャリア形成促進助成金（制度

導入コース）への統合を経て、平成 29 年度より人材開発支援助成金に再編）に

よる支援を引き続き実施。

・ キャリアアップ助成金（人材育成コース＜有期実習型訓練＞（平成 30 年度に

人材開発支援助成金へ再編）においても、ジョブ・カードを活用した職業訓練を

実施する企業へ、継続的に支援を実施。

（実績）キャリアアップ助成金（人材育成コース＜有期実習型訓練＞）

認定件数 支給決定件数 支給決定額

平成 28 年度 14,641 件 12,735 件 11,089 百万円

平成 29 年度 14,744 件 10,044 件 9,022 百万円

（実績）人材開発支援助成金（セルフ・キャリアドック）制度）、キャリア形成促進

助成金（セルフ・キャリアドック制度、教育訓練・職業能力評価制度）、企業

内人材育成推進助成金（教育訓練・職業能力評価制度、キャリア・コンサルテ

ィング制度）

認定件数 支給決定件数 支給決定額

平成 28 年度 30,285 件 40,287 件 11,892 百万円

平成 29 年度 39,139 件 41,084 件 12,189 百万円
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これまでの実績

○ ジョブ・カード作成支援件数を 2020 年までに 300 万人にする。

「新成長戦略」（平成 22 年６月閣議決定）

＜取組内容＞

・ 雇用型訓練、公的職業訓練に加え、キャリアプランニングツールとしての活用

を推進。企業の応募様式としての普及に向け、見直し後の様式の積極的周知広報

を展開。

＜実績：平成 30 年８月末現在＞

ジョブ・カード作成支援件数 2,034,091 人

うち学生用 44,997 人

○ 新たなジョブ・カードの取得が自らの職業能力の向上などに貢献するとした者の

割合を 7 割以上とする。

＜取組内容＞

ジョブ・カードが職業能力開発に有効なツールであることについて、様々な機会

を捉えて広く関係者に周知を実施。

＜実績＞

目標 実績 達成状況

平成 28 年度 70％以上 90% 達成

平成 29 年度 70％以上 92% 達成

※ ジョブ・カード作成支援ソフトウェア及びジョブ・カード作成支援アプリのアンケート機能により把握。

○ 職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート等を有し就職活動を行う者のうち、

当該シート等を応募書類として活用した者の割合を 2020 年までの間増加させる。

＜取組内容＞

就職活動時におけるジョブ・カードの活用方法やその意義について、様々な機会

を捉えて求職者及び求人企業に対して周知を実施。

＜実績＞

目標 実績 達成状況

平成 28 年度 70％以上 79％ 達成

平成 29 年度 70％以上 82％ 達成

※ ジョブ・カード作成支援ソフトウェア及びジョブ・カード作成支援アプリのアンケート機能により把握。
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（１）キャリアコンサルティング

これまでの実績

○ キャリアコンサルタント登録制度の創設。

・ キャリアコンサルタントは、平成 28 年４月１日から国家資格化。

・ 登録者数は平成 30 年９月現在で 37,863 名。

・ 平成 30 年度は、キャリアコンサルタント試験を計４回実施予定（平成 29 年

度：計４回）である。

・ そのような中で、キャリアコンサルタント資格取得促進施策として、キャリ

アコンサルタントキャリア教育試験の受験資格の１つであるキャリアコンサ

ルタント養成講習を専門実践教育訓練給付（訓練経費の最大７割を支給）の

対象としているほか、キャリアコンサルティング費用が特定支出控除の対象

となるよう税制上の措置を講じている。

（２）職業能力評価

これまでの実績

○ 職業能力評価基準

・ これまでに 55 業種について作成されており、業種の追加や、作成された基

準のメンテナンスを行ってきた。

※ 職業能力評価基準については、平成 30年度の公開プロセスの評価結果を踏まえ

活用、促進に係る委託事業を廃止。

・ 対人サービス分野等を重点とした「業界検定」については、対人サービス分

野等において採用・人事の基準としても活用される実践的な検定の整備を促

すように省令改正を行い（平成 27 年）、技能検定制度について、実際の職務

遂行能力が評価できる方式の試験など、技能検定の実技試験の実施方法を類

型化・明確化。これまでに４職種を追加。

（３）教育訓練

ア 労働者等に対する教育訓練

これまでの実績

○ 教育訓練

・ 非正規雇用労働者等を対象にした雇用型訓練、求職者支援訓練、公共職業訓

練（離職者訓練・学卒者訓練）等の職業能力形成プログラムの促進とともに、

在職者への職業訓練も含めた労働者等のニーズに対応した教育訓練を促進
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○ 雇用型訓練を活用する企業に対する支援等実施事業（受託者：日本商工会議所）

・ 地域ジョブ・カード（サポート）センターを通じ、地域における中小企業を

中心にジョブ・カード制度及び雇用型訓練の周知を行い、賛同する企業に対

して訓練を実施するための必要書類の作成支援や訓練実施に関する相談・援

助を行うなど、個別具体的にきめ細やかな支援を実施。

・ 在職者への職業訓練も含めた労働者等のニーズに対応した教育訓練の更な

る促進を図るため、ジョブ・カードを活用した雇用型訓練を促進。

（実績）雇用型訓練の実績

訓練修了者数 就職者数 就職率

Ｈ

28

年

度

○雇用型訓練 13,388 人 12,659 人 94.6%

・有期実習型 6,780 人 6,414 人 94.6%

・実践型 6,381 人 60,66 人 95.1%

・若チャレ 227 人 179 人 78.9%

Ｈ

29

年

度

○雇用型訓練 14,317 人 13,607 人 95.0%

・有期実習型 6,669 人 6,228 人 93.4%

・実践型 7,641 人 7372 人 96.5%

・若チャレ 7人 7人 100%

○ 公共職業訓練の実施（再掲）

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づ

き、訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを

実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの実施体制の充実・強化については、外部のキャリアコンサルタントの活

用を図るなど、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施する体制を整備。

（実績）※直近 2か年度における公共職業訓練の実績

訓練修了者数 就職者数 就職率

平

成

28

年

度

公共職業訓練 103,099 人 81,870 人 -

離職者訓練 95,389 人 74,369 人 -

施設内 26,035 人 22,604 人 86.8%

委託 69,354 人 51,765 人 74.6%

学卒者訓練 7,710 人 7,501 人 97.3%

平

成

29

年

度

公共職業訓練 86,762 人 68,983 人 -

離職者訓練 79,218 人 61,680 人 -

施設内 24,189 人 20,954 人 86.6%

委託 55,029 人 40,726 人 74.0%

学卒者訓練 7,544 人 7,303 人 96.8%
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○ 求職者支援訓練の実施（再掲）

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づ

き、訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを

実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの実施体制の充実・強化については、外部のキャリアコンサルタントの活

用を図るなど、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施する体制を整備。

（実績：直近 2か年度における求職者支援訓練）

訓練修了者数 就職者数 就職率

H28年度 求職者支援訓練 30,676 人 19,006 人 -

基礎コース 9,787 人 5,725 人 58.9%

実践コース 20,889 人 13,281 人 63.8%

H29年度

※

求職者支援訓練 21,460 人 13,299 人 -

基礎コース 6,368 人 3,586 人 57.0%

実践コース 15,092 人 9,713 人 64.7%

※ H29 年度は平成 30 年１月末時点

○ 専門実践教育訓練（平成 26 年 10 月創設）（再掲）

・ 受講希望者が希望する訓練が中長期的なキャリア形成に資するか事前に判

断した上で、適切な訓練選択を行う必要があることから、受講開始前に、訓練

対応キャリアコンサルタントによるキャリアコンサルティングを受けて、ジ

ョブ・カードを作成・提出することを要件。（雇用保険法施行規則第 101 条の

２の 12）。

・ 「働き方改革」の一環として、平成 30 年 1 月より支給額の拡充や、対象者

の要件緩和を行い、さらなるジョブ・カードの活用を促進

受給者数 指定講座数

平成 28 年度 20,876 人 2,092 講座

平成 29 年度 38,781 人 2,417 講座

平成 30 年度 － 2,765 講座*

* 平成 30 年 4 月までの累計新規指定講座数
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イ キャリア教育・職業教育

これまでの実績

○ 省庁連携による取組

・ キャリア教育を全国的に推進するため、学校関係者・企業・NPO 等が一堂に

集い、全国の優れた取組を発表・共有する「キャリア教育推進連携シンポジウ

ム」を文部科学省・厚生労働省・経済産業省で共同開催。

○ 文部科学省の取組

以下の取組をはじめ、キャリア教育・職業教育の推進に取り組んでいるところ。

・ 厚生労働省、経済産業省と連携し、「インターンシップの推進等に関する調

査研究協力者会議」において、適正なインターンシップの普及に向けた方策

や、更なる推進に向けた具体的な方策等についての議論を行い、その取りま

とめを公表。

・ 学校と地域や産業界等との連携を深め、小学校からの起業体験など、発達段

階に応じた体系的なキャリア教育を推進する「将来の在り方・生き方を主体

的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業」を実施。

・ 高度な知識・技能を身につけた専門的職業人を育成するため、先進的な卓

越した取組を行う専門高校を指定したほか、専門高校に対する中学生や保護

者等の理解・関心を高めるため、今後の魅力発信方策についての調査研究を

行う「スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール」事業を実施。

・ 専修学校において分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の

構築等を推進。これからの時代に対応した教育プログラム等の開発や効果的

な産学連携教育の実施のためのガイドラインの作成等を進める「専修学校に

よる地域産業中核的人材養成事業」を実施。

○ 厚生労働省の取組

・ 大学等において効果的なキャリア教育を実施するため、平成 26 年度にキャ

リアコンサルティングのツールやノウハウなど、労働行政が有する知見を活

かしたキャリア教育のためのプログラム集を開発し、HP 上で公開。

・ その他、学生・生徒等に対し、安定所職員等による出張講義・講話、企業説

明会、職場見学への協力、保護者・教諭に対する雇用情勢等に関する情報交換

会やセミナー等の職業意識形成を実施する職業意識形成支援事業等職業意識

の形成支援のための事業を実施。
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（１）文部科学省・厚生労働省・経済産業省

これまでの実績

○ 文部科学省の取組（一部再掲）

・ ジョブ・カードが、学生のキャリア・プランニング、キャリア教育プログラ

ムの実施、就職活動等の際に利用されるよう、関係省と連携して、教育機関に

対して、周知・理解の促進を図った。

・ 学生に対するキャリア教育・職業教育を、関係省と連携して推進した。

➢ 学生に対するジョブ・カードの更なる活用促進に向け、厚生労働省と連

名により、平成 30 年 3 月 29 日付で大学・短期大学・高等専門学校・専修

学校・各種学校に文書を発出。

➢ 大学関係者が出席する各種会議において、ジョブ・カードの活用促進に

関して周知・資料配布。

➢ 「全国キャリア・就職ガイダンス」（主催：文部科学省、就職問題懇談会、

独立行政法人日本学生支援機構(JASSO)、協力：内閣官房、厚生労働省、経

済産業省、農林水産省）にてキャリア教育・就職支援の充実の一環としてジ

ョブ・カードについて説明・資料配布。

平成 29 年 6 月 20 日開催 参加人数：1,125 名

内訳：大学等 582 名、企業・公共団体 486 名、関係団体等 57 名

平成 30 年 6 月 19 日開催 参加人数：1,101 名

内訳：大学等 589 名、企業・関係団体等 512 名

○ 厚生労働省

・ ジョブ・カード制度推進会議の運営を行いジョブ・カード制度の普及・促進

方策等について議論を行うとともに、ジョブ・カード制度総合サイトを運営

し、ジョブ・カード作成支援ＷＥＢ（平成 30 年３月末リリース）やジョブ・

カード作成支援アプリの提供、ジョブ・カード（サポート）センターに関する

業務委託を実施。

・ キャリアコンサルティング、職業能力評価、教育訓練に関する関係施策を推

進するとともに、学生に対するキャリア教育・職業教育を、関係省と連携して

推進。

○経済産業省

・ ジョブ・カードが、求人・求職時、労働者等のキャリア形成支援等の場面で

活用されるよう、関係機関に対して、関係省と連携して周知・理解を促進。

・ 学生に対するキャリア教育・職業教育を、関係省と連携して推進。
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（２）制度推進会議の運営

これまでの実績

○ 「ジョブ・カード制度推進会議」を開催

・ ジョブ･カード制度の普及･促進方策等について検討するため、厚生労働省

に事務局を設置し、有識者、経済界、労働界、教育・訓練等機関の代表者から

なる「ジョブ・カード制度推進会議」を開催。

開催 実施日 主な議題

第 1回 H26.9.24

・ジョブ・カード制度の取組状況

・キャリア・パスポート（仮称）構想研究会の中間とりまとめの報

告

第 2回 H27.6.24 ジョブ・カード見直し後の制度推進基本計画について

第 3回 H28.4.13

・新ジョブ・カード制度をめぐるこれまでの取組について

・ジョブ・カード制度推進のための当面の取組と重点事項・課題

について

第 4回 H28.10.12
ジョブ・カード制度推進に係る当面の重点事項の進捗状況につ

いて

第 5回 H29.6.9 新ジョブ・カード制度推進基本計画のフォローアップ等について

第 6回 H29.12.7 ジョブ・カード制度の推進状況について（報告）

（３）地域のジョブ・カード運営本部の設置・運営及び地域推進計画の作成等

これまでの実績

○ 地域のジョブ・カード運営本部の運営（再掲）

・ 各都道府県労働局において地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営を行

い、国が中心となった関係機関等のより密接な連携・協力体制を構築。（再掲）

・ 地域ジョブ･カード運営本部を適正に運営し、関係機関等のより密接な連携・

協力体制を構築。
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（４）都道府県労働局

これまでの実績

○ポスター等の活用

・ 業界団体、事業主団体、教育訓練機関、職業紹介事業者などの関係者に対し

て、関係機関とも連携しつつ、ポスターやリーフレット等を活用すること等

により、ジョブ・カード制度及びジョブ・カード制度総合サイトについて積極

的な周知広報を実施。

・ 求人開拓業務等のために事業主に接触する機会等をとらえて、求人者向け

のリーフレット等を活用して、雇用型訓練を実施することのメリット、地域

ジョブ・カード（サポート）センターによる雇用型訓練を実施する企業への支

援及び一定の要件を満たした場合における助成金の支給等について説明を実

施。雇用型訓練の実施を希望する事業主に対しては、地域ジョブ・カード（サ

ポート）センターを紹介するとともに、最寄りの地域ジョブ・カード（サポー

ト）センターに連絡し、当該事業主への支援依頼を実施。

（実績）

平成 28 年度 パンフレット 279,670 部

リーフレット 839,010 部

平成 29 年度 ポスター 585 部

パンフレット 26,700 部

リーフレット 26,700 部

動画 DVD 700 部

○神奈川労働局の取組（好事例）【新規】

・ 県内ハローワーク及び神奈川県地域ジョブ・カードセンターと連携し、ジョ

ブ・カード活用促進キャンペーンを実施。

（取組内容）

・ 各経済団体、大学・各種専門校を訪問し、ジョブ・カードの積極的な活用促

進を要請。

・ 新規派遣元事業主説明会等を活用し、派遣元事業主の義務となっているキ

ャリアップ措置等でのジョブ・カード活用の推進。

・ 各ハローワーク、運営本部所属団体等への「のぼり旗」「リーフレット」等

の周知・広報ツールの提供・掲示。

・ ハローワークの職業相相談窓口において、ジョブ・カードおよび準拠様式の

活用推奨。

・ ハローワークの求人部門等における求人事業書への応募書類の一つとして、

活用促進。
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（参考）

○ 地域のジョブ・カード運営本部の運営（再掲）

・ 各都道府県労働局において地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営を行

い、国が中心となった関係機関等のより密接な連携・協力体制を構築。（再掲）

・ 地域ジョブ･カード運営本部を適正に運営し、関係機関等のより密接な連携・

協力体制を構築。

（５）公共職業安定所

これまでの実績

○ ハローワーク等による職業相談・紹介場面等での活用促進を実施。（再掲）

・ ハローワークのマッチング業務に係る目標管理の中で、平成 29 年度から「担

当者制で支援する求職者に対するジョブ・カードを活用したキャリアコンサ

ルティング」を評価項目としている。

・ 求人開拓業務等のために事業主に接触する機会等をとらえて、求人者向け

のリーフレット等を活用して、雇用型訓練を実施することのメリット、地域

ジョブ・カード（サポート）センターによる雇用型訓練を実施する企業への支

28



25

援及び一定の要件を満たした場合における助成金の支給等について説明を実

施。雇用型訓練の実施を希望する事業主に対しては、地域ジョブ・カード（サ

ポート）センターを紹介するとともに、最寄りの地域ジョブ・カード（サポー

ト）センターに連絡し、当該事業主の支援依頼を実施。

（実績：都道府県労働局（公共職業安定所を含む））

○求人企業等への応募書類での活用を促進

・ 職業訓練の場面において、受講者に対して

職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート

（様式 3-3）を応募活動において積極的に活

用するよう助言を実施。

ジョブ・カード作成支援件数

平成 28 年度 29,857 人

平成 29 年度 37,240 人

（６）ジョブ・カードセンター

これまでの実績

○ 中央ジョブ・カードセンター（実施主体：日本商工会議所）

・ 企業におけるジョブ・カードを活用した雇用型訓練の活用事例（文字情報と動

画）及び関連情報を専用ホームページに掲載し、企業に対する周知広報を実施。

全国紙や業界紙等を活用し、ジョブ・カード制度を活用した雇用型訓練のＰＲを

実施。

○ 企業における活用好事例動画等の作成

・ 241 件（うち動画 65 件）
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○ 各種会議による助言・指導

・ 全国会議を５月と３月の計２回開催し、業務を推進する上での留意事項等の伝

達を実施。

・ 新任担当者を対象とした研修を６月に開催し、制度概要等の説明を実施。

・ 全国８箇所でブロック会議を開催。ブロック内における業務の取組状況の情報

交換を実施。

○ 訪問指導・定期監査による助言・指導

・ 全国各地の地域ジョブ・カード（サポート）センターを訪問し、円滑な事業運

営のための助言・指導を行うとともに、平成 29 年度は 10 箇所の地域ジョブ・カ

ード（サポート）センターを対象として監査を実施した。

○ 地域ジョブ・カードセンター

・ ジョブ・カード制度の周知広報、ジョブ・カード普

及サポーター企業の開拓・登録、ジョブ・カードを活

用した雇用型訓練の実施企業の開拓・支援、ジョブ・

カードを活用した在職労働者の実務経験の評価を実

施する企業の開拓・登録、在職労働者にジョブ・カー

ドを活用したキャリアコンサルティング等を実施す

る企業の開拓・支援等を実施。

項 28 年度 29 年度

ジョブ・カード作成支援件数 10,416 人 7,892 人

JC 制度事業主向け啓発セミナー開催回数 756 回 483 回

JC 制度事業主向け啓発セミナー参加者数 13,409 人 12,799 人

ジョブ・カード普及サポーター企業数 23,522 社 25,945 社

雇用型訓練開始企業数 6,381 社 5,372 社

訓練実施企業訪問指導数 7,846 社 8,341 社

職業能力評価制度導入・適用計画認定企業数 1,584 社 597 社

CC 制度導入・適用計画認定企業数 1,296 社 1,210 社
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（７）公的職業訓練実施機関等

これまでの実績

○ 公共職業訓練の実施（再掲）

・ 公共職業訓練において、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グ及び訓練成果の評価を促進。

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づ

き、訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを

実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの実施体制の充実・強化については、外部

のキャリアコンサルタントの活用を図るな

ど、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施

する体制を整備

○ 求職者支援訓練の実施（再掲）

・ 職業能力形成プログラム業務実施要領（平成 30 年 4 月 1 日改正）に基づ

き、訓練受講生へのジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを

実施。

・ 受講あっせんにおけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの実施体制の充実・強化については、外部のキャリアコンサルタントの活

用を図るなど、ジョブ・カード作成支援を積極的に実施する体制を整備。

○ 専門実践教育訓練給付（平成 26 年 10 月創設）

・ 受講希望者が希望する訓練が中長期的なキャリア形成に資するか事前に判

断した上で、適切な訓練選択を行う必要があることから、受講開始前に、訓練

対応キャリアコンサルタントによるキャリアコンサルティングを受けて、ジ

ョブ・カードを作成・提出することを要件。

（雇用保険法施行規則第 101 条の２の 12）

・ 「働き方改革」の一環として、平成 30 年 1 月より支給額の拡充や、対象者

の要件緩和を行い、さらなるジョブ・カードの活用を進実施。
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（８）大学等

これまでの実績

○ 文部科学省の取組（再掲）

・ 学生に対するジョブ・カードの更なる活用促進に向け、厚生労働省と連名に

より平成 30 年 3 月 29 日付で大学・短期大学・高等専門学校・専修学校・各

種学校に文書を発出。

・ 大学関係者が出席する各種会議において、ジョブ・カードの活用促進に関し

て周知・資料配布。

・ 「全国キャリア・就職ガイダンス」（主催：文部科学省、就職問題懇談会、

独立行政法人日本学生支援機構(JASSO)、協力：内閣官房、厚生労働省、経済

産業省、農林水産省）にてキャリア教育・就職支援の充実の一環としてジョ

ブ・カードについて説明・資料配布。

（実績）

平成 29 年 6 月 20 日開催 参加人数：1,125 名

内訳：大学等 582 名、企業・公共団体 486 名、関係団体等 57 名

平成 30 年 6 月 19 日開催 参加人数：1,101 名

内訳：大学等 589 名、企業・関係団体等 512 名

○ 厚労省の取組（再掲）

・ 学生のキャリア・プランニングのツールとして、一部の大学等においてキャ

リア教育プログラムの実施、学内のキャリア・センターでの就職指導等の際

にジョブ・カードを活用。

（９）企業

これまでの実績

○ 経済産業省の取組

・ 一部の企業において、キャリア・プランニング及び職業能力証明のツールと

して活用するよう周知。

○ ジョブ・カード作成機能の充実（再掲）【新規】

・ ジョブ・カードの企業・学校における効果的活用方策の開発に係る調査研究

（平成 29 年度事業）を踏まえ、キャリア・プラン作成補助シートとジョブ・

カード作成マニュアルを作成。

○ 建設キャリアアップシステムとの連携（再掲）
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・ 建設業界において、建設技能者の資格や現場での就業履歴等を業界横断的

に登録・蓄積する仕組みである建設キャリアアップシステムの構築が官民連

携して進められているところ。

・ 本システムの登録情報とジョブ・カードに記載される項目には共通の情報

があるため、ジョブ・カード作成支援 WEB 等と相互連携し、ジョブ・カードを

作成しやすくするシステムを構築し、建設技能者が適切な能力評価と処遇を

受け、キャリアアップが図れるよう、ジョブ・カードの活用促進を図る。

（１０）地域若者サポートステーション等

これまでの実績

○ ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング等を実施。

地域若者サポートステーション、ジョブカフェにおいて、ジョブ・カードの活

用が有効と考えられる利用者に対してジョブ・カードを活用したキャリアコ

ンサルティング等を実施。

JC 作成支援件数

平成 28 年度 153 人

平成 29 年度 21 人

（１１）職業紹介事業者

これまでの実績

○ 応募・採用書類として活用

・ 一部の職業紹介事業者において、履歴書等に加えて、電子媒体等のジョブ・

カードを応募・採用時の書類として活用。

（実績：ジョブ・カード登録・検索ソフトウェアを職業紹介事業に活用するために

ダウンロードした数）

ダウンロード数

平成 28 年度 271 件

平成 29 年度 268 件

サポステでの実績
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平成 30 年度 【新規作成】～周知用リーフレット・パンフレット～

エントリーシートの充実化

事業主支援 ＪＣ作成支援 web
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Ⅲ.平成31年度予算要求の概要
（報告）

資料２－２
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雇用型訓練等を活用したジョブ・カード制度の推進
3１年度要求額 2,371,676千円（2,426,749千円）

１ 事業内容
① ジョブ・カードを活⽤した雇⽤型訓練実施企業の開拓、当該企業へのジョブ・カードの作成・キャリアコンサルティングの実施等に係る⽀援
② 在職労働者にジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング等を実施する企業の開拓・支援
③ これらの取組の効果を⾼めるため、雇⽤型訓練実施企業の業種・職種別の好事例集を取りまとめ活⽤するとともに、雇⽤型訓練実施企業に対するフォローアップ
（訓練の実施方法への助言、正社員化した者の定着支援等）を実施する。
④ ジョブ・カード作成マニュアル（平成29年度の成果物）を雇用型訓練実施企業はもとより、これ以外の企業にも、幅広く周知していく。
２ 支援の体制
① 中央ジョブ・カードセンター（１箇所） 総括担当者１名、担当者３名、賃⾦職員１名
② 地域ジョブ・カードセンター（47箇所） 総括担当者47名、担当者47名、制度推進員141名、キャリアコンサルタント94名
③ 地域ジョブ・カードサポートセンター（63箇所） 総括担当者63名、制度推進員126名、キャリアコンサルタント63名

① ジョブ・カード制度推進会議の設置・運営
② ジョブ・カード制度の周知・広報等
③ 地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営
④ ジョブ・カード制度総合サイトの運営・改修
ジョブ・カード制度総合サイトについて、外部情報サービスの活用によるジョブ・カード作成支援機能の強化やジョブ・カード作成支援アプリの改修、ジョブ・カード作成支援の
スキル向上のための継続学習の提供等、利⽤者（ジョブ・カード作成アドバイザー等含む。）の利便性を向上するための機能を強化し、ジョブ・カードの活⽤拡⼤を図って
いく。

○ ジョブ・カードは、「改訂日本再興戦略2014」等を踏まえ、平成27年10月より、職業能力開発促進法に位置づけられるとともに、
個人のキャリアアップや多様な人材の円滑な就職等を促進することを目的として、生涯を通じたキャリア・プランニング及び職業能力
証明のツールとして位置づけられた。

○ 「未来投資戦略2017」（平成29年６月９日閣議決定）において、「ジョブ・カードの活用促進等により、職業能力・職場情報の
「見える化」を促進する」こと、また、「未来投資戦略2018」（平成30年６月15日閣議決定）においては、「ジョブ・カードの活用促

進やキャリアコンサルタントの資質向上に取り組むとともに、長期の教育訓練休暇制度の導入支援など学び直しに資する環境整備を進め
る。」等とされており、我が国の生産性向上のための労働市場のインフラとして、ジョブ・カードは益々重要となる。
○ 雇用型訓練を活用する企業支援及びジョブ・カード制度を推進するための取組として以下の事業を実施することにより、企業や学校

等におけるジョブ・カードの一層の普及促進を図り、ひいてはより一層効果的な労働者等の能力開発、キャリア形成支援を推進する。

ジョブ・カード作成マニュアル（平成29年度の成果物）も踏まえ、学生段階から就職後の初期キャリア形成期において、ジョブ・カードを継続的に活用する土壌を醸成すること
を目的として、ジョブ・カードの導入・活用支援を⾏う。また、これと連動し、特に人材確保が課題となっているＩＴ業界及び関連職種等をターゲットに、業界内・企業内で通用
する、資格だけで把握できない専⾨知識・スキル・態度等からなる分かりやすい能⼒証明（表記）の開発・活⽤・検証を⾏い、各業界内におけるより効果的なマッチングに役
⽴つジョブ・カードの構築を目指す。

【雇用型訓練を活用する企業に対する支援等の実施】 3１年度要求額 1,891,790千円（1,978,652千円）

【ジョブ・カード「実践的能⼒評価」強化事業】(２カ年国債による継続事業) 3１年度要求額 103,470千円（105,597千円）

【ジョブ・カード制度の普及促進】 31年度要求額 376,416千円（342,500千円）
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ジョブ・カード「実践的能力評価」強化事業

○能力証明ツールを活用したジョブ・カード
による自己評価・就職活動

ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル

（29
年
度
委
託
事
業
成
果
物
）

○ ジョブ・カードは、「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）において、同一労働同一賃金の実効性を確保するための職務や能
力等の明確化と公正な評価の推進に向けた職業能力評価制度の整備のツールとして位置づけられている。

○ 平成29年度に実施した「ジョブ・カードの企業・学校における効果的活用方策調査研究事業」においては、働き方改革の鍵となるジョブ・カードについて、企業・
学校における具体的活用方策の検討、これを踏まえたマニュアル等の開発等を図るとともに、その様式の改善や活用等の改善策にも結びつけた。

○ 平成30～31年度においては、29年度事業の成果を踏まえ、「ジョブ・カード作成マニュアル」を活用し、職業人生の起点である学生段階から就職後に至るまで
ジョブ・カードを継続的に活用する土壌を醸成することを目的として、ジョブ・カードの導入・活用支援を行うとともに、この取組と連動し、特に人材確保が課題と
なっているIT業界及び関連職種等をターゲットに、就職後（エントリーレベルから中期キャリア形成期（概ね入社10～20年程度まで））の能力評価に活用する業
界内・企業内で通用する、資格だけで把握できない専門知識・スキル・態度等からなる分かりやすい（端的な）能力証明（表記）の開発・活用・検証を行うことで、
「実践的な能力評価」と、これを反映した各業界におけるより効果的なマッチングにも役立つジョブ・カードを構築する。

【IT分野】

【医療介護分野】

【経理事務分野】

■ターゲット１
在学生（次年度就職活動予定者）

ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
の
「実
践
的
能
力
評
価
」
の
観
点
か
ら
の

抜
本
強
化
・活
用
促
進

○学校教員及び主な就職先である企業の専門家等を構成員として
分野毎に検討委員会を設置し、エントリーレベルから中期キャリア形成期までにおける
業界内で通用する分かりやすい能力証明（表記）ツールについて検討・開発（調査及び
試行実施を含む。）

検討委員会
（有識者＋学校＋

関連企業）

＋

有
効
性

の
検
証

■ターゲット2
在学生（就職内定者））

○就職３ヶ月後、各企業において
能力証明ツールを活用した自己評価
及び企業担当者による評価を実施就職

（２年目（平成31年度））

【平成31年度要求額：103,470千円（ 105,597千円）】

（１年目（平成30年度））

実
践
的
能
力
評
価
ツ
ー
ル

と
し
て
の
強
化

学
校
在
学
生
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ツ
ー
ル

＋
能
力
評
価
シ
ー
ト
の
活
用
促
進

ニーズ調
査

ツール開
発

試行版完
成

試行活用、検証・見直し、メンテナンス

有
効
性

の
検
証

ツール完成

就職先関連企業

【IT関連企業】

【一般企業】
【介護施設等】
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ジョブ・カード制度周知・広報用ポータルサイト等の改修・運営

○ 平成27年10月よりジョブ・カードを「生涯を通じたキャリアプランニング」及び「職業能力証明」のツールとして、キャリアコンサ
ルティング等の個人への相談支援のもと、求職活動等、職業訓練以外の場面においても活用促進を図っているところ。

○ 平成27年12月にポータルサイトを開設し、ジョブ・カード作成支援ソフトウェアの配信、メール相談機能の追加、その他関連
情報の発信を行っているが、さらなる活用促進を図るためには、その機能性・利便性向上につながる改修が必要となる。具体
的には、ジョブ・カード作成支援WEBやソフトウェア、アプリにおいて外部情報サービスと連携を図り自己理解を深める機能を

設
置し、作成者本人の情報を踏まえた職業や資格取得、求人情報を提供することとする。また、ジョブ・カード作成アドバイザー

へ
の継続学習も提供することにより、ハード面・ソフト面の両面から、ジョブ・カード作成支援機能を強化し、ジョブ・カードの更な
る活用拡大を図っていく。これに併せ、サイトの安定的な運営・保守を行うことによりジョブ・カードの活用を通じた労働者等の
職業能力開発、キャリア形成支援を図ることとする。※ 以下のポータルサイト自体の機能充実・利便性向上とあわせ、ハローワーク・学校等において、求職者、企業、学生等に当該サイトの活用を呼びかける。

外部サービス等との連携による⾃⼰理解深化の促進

外部
サービス

RIASEC等による
⾃⼰理解

ｷｬﾘｱｱﾝｶｰによる
⾃⼰理解

外部ｻｰﾋﾞｽ利⽤による
有益情報提供

⾃⼰理解の深化

ジョブ・カード作成アドバイザー等への継続学習の提供
ジョブ･カード制度総合サイ

ト

問合せ対応

教材提供

対象︓ジョブ･カード･作成アドバイザー、キャリアコンサルタント及び教員

31年度要求額 342,144千円（308,403千円）

継続的な訓練等を通じての
専門的スキルの向上
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ジョブ・カードと建設キャリアアップシステムとの連携について

 建設業においては、建設技能者の資格や現場での就業履歴等を業界横断的に登録・蓄積する仕組みであ
る「建設キャリアアップシステム」の構築が進められているところ。（（一財）建設業振興基金が運営。H30秋開始予定。）

 建設キャリアアップシステムの登録情報とジョブ・カードに記載される項目には共通の情報があるため、当該
所定の様式を併せて作成することでジョブ・カードができるシステム構築し、建設技能者が適切な職業能力
評価と処遇が受けられキャリアアップが図られるよう、ジョブ・カードの活用促進を図る。

■技能者本人の閲覧ページ（イメージ）
①技能者情報（本人）

②就業履歴情報

本人情報 証 開

ID 123456789 ■ ■

氏名 建設 太郎 □ □

通称 □ ■

生年月日 S45 1970/07/07 □ □

年齢 46歳 □ □

性別 男 □ □

経験年数 東京都○○市

20年 ○○○-1-23-4

電話番号 03-1234-5678 ■ □

技能評価 緊急連絡先 03-1234-1234 ■ □

★★★☆☆ FAX 03-1234-5679 ■ □

メール ○○＠○○.co.jp ■ □

真正性フラグ 国籍 日本 □ ■

★★★ 在留期間 -- □ ■

職種 証 開

■ ■

■ ■

保有資格 証 開

□ □

□ □

□ □

学歴・指定学科 証 開

□ □

顔写真

住所 □ □

1 0102 建築大工

2 1234 軽天・鋼製下地

技能検定 建築大工1級 2005.03.20

技能講習 足場の組立て等作業 2000.04.05

技能講習 木造建築物の組立て 2002.04.06

○ ○○大学 建築学科

技能者就業履歴

ID:123456789

氏名：建設 太郎

期間：2019年6月01日～2019年6月30日

雇用事業者 現場名 就業年月 就業日数

東京都○○区

△△ビル

東京都△△市

□□マンション

東京都□□区

××ビル

計 3現場 22日

10日

4日

8日

○○建設（株）

○○建設（株）

○○建設（株）

2016.06

2016.06

2016.06

ジョブ・カード
活用準拠様式
（補完様式）

建設キャリア
アップシステム
出⼒帳票

建設キャリアアップシステム

ジョブ･カード制度総合サイト（作成⽀援ＷＥＢ等）

＋

様式1-1、2
様式2
様式3-1
様式3-2

出⼒

出⼒

⼊⼒

■期待される効果等
・建設産業担い手確保
・建設技能者キャリアアップ

・適切な職能評価

ジョブ・カード
として活用

ジョブ・カード

※技能者が作成

31年度要求額 17,840千円（新規）
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1

ジョブ・カード制度推進会議 活⽤事例

アデコ株式会社
キャリア開発本部

2018/11/20

資料３－１
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2

Adecco Group Japan Vision

キャリア開発があたりまえの世の中をつくる

求職者と就業者のキャリア開発を牽引する“キャリアコーチ”
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3

ジョブカード（キャリアプランシート）を使った支援対象者

新規登録者
(求職者)

派遣就業者 直接雇用の
就業者

他社
派遣就業者

求職者

既存登録者
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4

ジョブカード（キャリアプランシート）を使った具体的な支援

新規登録者
(求職者)

派遣就業者

新規登録時の適職紹介を、専任キャリアコーチが支援

希望条件、経験(職歴)、所有する知識・スキル以外に、
『将来のありたい姿』を把握し、実現するための支援

『将来のありたい姿』を把握し、実現につなげる支援

就業中の適職支援を、専任キャリアコーチが支援

2018年は、法改正(労働契約法、改正派遣法)による、
有期⇒無期への働き方の変化にも対応
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5

ジョブカード（キャリアプランシート）を使った具体的な支援

キャリアコーチとキャリアコンサルタント有資格者
が登録者向けに実施するサービス（無料）

本人からの申込みにより、希望時期を優先
したキャリアコンサルティングを実施

主な相談内容は、「将来の働き方」
「目標が決まらない」「直接雇用への希望」
「就職活動の方法」「スキルアップ」など、
相談内容は幅広い

直接雇用の
就業者

他社
派遣就業者

求職者

既存登録者
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6

改定後のキャリアプランシートについて・・・【参考】 様式１－１

「強み」については、
「仕事で活かせる」という文言を
追加し、より具体的に収集する

「弱み」については、
克服や改善に向けた努⼒に
ついて、より具体的に収集する

「キャリアビジョン」について、
仕事や働き方として、収集する

サポート希望内容、相談事項
を収集する
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7

職務経歴・職業能⼒証明シートの導⼊・・・【参考】様式２、３－１、３－２

原則、基幹システムにて登録者情報を管理するが、
登録情報の更新（職歴・免許・資格の追加等）や、
仕事の内容・スキルの棚卸しが必要な場合は書式を使用する

「仕事内容」と「知識・スキル」について、
フリーで書けるスペースを確保する

本シートの記入については、
既に登録済の内容については、
記入の必要がない旨を伝える
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8

キャリアコーチ（キャリア⽀援者）の使⽤に関する意⾒

短時間で、必要な内容
がヒアリング出来る

質問の流れがあるので、
スムーズに聞くことが出来る

相談者に考える機会を
自然に提供できる

シートの使用になれると、
ヒアリングの質が上がる

質問のキーワードが
はっきりしているので、
回答のぶれが防げる 今後の支援方針が具体的

になり、距離が縮まる
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9

支援対象者の具体的な反応（声）

・単なる仕事の紹介ではなく、
これまでの経験や知識・スキル
が明確になった

・自己PRに自信がなかったが、
強みが明確になり、どのように
伝えることが相手に伝わるのか
理解出来た

・仕事について、自分が日頃
考えていることや、こだわりが
明確になった

・漠然と感じていた不安がなくなり、
動き出して⾏こうと思えた

・ぼんやりしていた目標が定まった

・考えること避けてきた「将来」に
ついて、真剣に考えるきっかけ
になった

・派遣で就業した期間に身に
ついた強みや考え方に気づいた

・資格取得を目指すことに決めた

登録希望者
(求職者)

派遣就業者

他社
派遣就業者
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ジョブカード（キャリアプランシート）の改定後の効果

「キャリア開発」ツールとして利⽤頻度が向上

⽀援対象者の満⾜度アップ

⽀援対象者の主体的な⾏動を後押し

「キャリア開発」の⽀援ツールとして、改定前のシートに⽐べ、利⽤頻度が向上した。
※継続的な⽀援に必要な情報が網羅されている。

ジョブカード(キャリアプランシート)を使⽤することで、短時間で⾃⼰理解が進み、
⾯談実施後の満⾜度が向上している。

ジョブカード(キャリアプランシート)を使用した支援を通じて、キャリアについての関心が増し、
視野が広がることで、主体的に⾏動する⽀援者が増えている。
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TITLEThank you
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ジョブ・カード制度推進会議報告

当社における
「ジョブ・カード」活用について

2018年11月20日

株式会社 いなげや

1

資料３－２
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会社紹介
株式会社 いなげや （本社 東京都立川市）

小売業・スーパーマーケット事業

創業１９００年 スーパーマーケット開設１９５６年

売上高１９３８億円（２０１８年３月期）

店舗数１３９店舗（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）

事業目的

～地域のお役立ち業として、お客様の健康で

豊かな食生活の実現～

従業員状況

・正社員２１７５名（男性１９５０名 女性２２５名）

平均年齢４６歳 ３４歳

勤続年数２０年 ９年

・パート社員１０３７０名（男性１７４０名 女性８６３０名）

平均年齢２５歳 ４８歳

勤続年数２年 ８年

２
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ジョブ・カード活用のきっかけ
ジョブ・カード制度推進会議報告

昨年時点のいなげや社内の人事的検討事項
・若手社員の早期離職防止

・女性活躍推進
（女性採用比率・勤続年数・女性管理職比率アップ）

・中堅社員のモチベーションアップと、中期的
キャリア形成に向けた目標設定

・昇格昇進昇給時の能力評価・チェックの
高度化として、業界基準の検定の導入

このような状況下で「ジョブ・カード」活用の機会を得る
３
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ジョブ・カード活用のきっかけ
ジョブ・カード制度推進会議報告

平成２９年度の「ジョブ・カードの企業・学校における効果的活用
方策の関係に係る調査研究」において、スーパーマーケット業を
対象にしたジョブ・カード導入の試行実施の対象企業となった。
対象者
①入社５年未満の女性社員１０名
②スーパーバイザー職男性社員２０名
③課長代理昇格者１２名（男性１０、女性２）
実施内容（キャリアコンサルテングを受けながら、ジョブ・カードの作成
第１回３時間（７月）「ジョブ・カード」作成方法説明・キャリア・プラン補助シート作成

第２回１時間（８月）キャリアコンサルタント（外部）による「ジョブ・カード」の
作成アドバイスと面談（経験スキルの発掘）
第３回１時間（９月）「ジョブ・カード」最終作成と面談(スキルアップのための助言）

実施後の振り返り
・従業員のモチベーションアップと自発的なキャリア形成に有効である。
・自己の価値感や強みの気づきの機会として、面談効果を重視。

４
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現在のジョブ・カード活用の内容
ジョブ・カード制度推進会議報告

今年度の新入社員を対象に活用開始。
目 的

①自らのキャリアを考え、会社も要望を捉える機会とする。
②キャリアに対するケアを充実させ、若手人材の定着化を図る。
③「会社が社員のキャリア形成支援を重視している」を理解してもらう
対 象

平成３０年４月入社・新入社員６５名【大卒男33・女20 高卒男6・女6】

実施内容 （キャリアコンサルテングを受けながら、ジョブ・カード作成）
第1回３時間（9月）「ジョブ・カード」のガイダンス・キャリア・プラン補助シート作成
第2回1時間（10月）キャリア・コンサルタント（外部）によるジョブ・カードの
作成アドバイスと面談

使用ツール
キャリア・プラン作成補助シート（第1面～第4面）
ジョブ・カード 様式１－１ キャリア・プランシート（就業経験がある方用）

5
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ジョブ・カード活用のメリット・改善点
ジョブ・カード制度推進会議報告

１、社員の自己理解（価値感・強み弱み）が促進される中で、
キャリア・プランの作成に結びついている＝社内研修として定例化へ

２、社員本人の視点での能力開発・育成状況が把握でき、
あわせて会社側でも人材育成の改善課題が把握できる。

３、キャリア・コンサルティング面談と併行することで、社員が抱え
る悩み・不安が浮き彫りになり、その解消に向け取り組みに着手。

4、様式２職務経歴シートと様式３－１職業能力証明（免許・資格）

シートの活用により、スーパーマーケットの従業員として職能が
より明確になった＝業界基準の「スーパーマーケット検定」導入も並行

ジョブ・カードとキャリアコンサルタント面談を、社員の能力開発の
重要なツール・機会と捉え、将来的に全社員への拡大が目標

以上 6
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グローイング・アカデミーサービスご紹介
（ジョブ・カード活⽤資料）

2018.11.20

【公式】ジョブ・カード制度推進会議ご説明資料

資料３－３
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ホスピタリティ＆グローイングジャパン 紹介

顧客企業数 推移

1,336社

1,030社

119社

407社

1,826社

2012 13 14 15 16 （年）

1,745社

17

サービス業に特化した人財教育システム

顧客総店舗数

50,000店以上

研修受講人数

270,000名以上

顧客企業数

1,800社以上

日本全国の主要都市に拠点があります︕

グローイング・アカデミー

営業所

札幌 新宿 横浜 名古屋 大阪 福岡

仙台 広島 沖縄

創業6年でこれだけの実績︕

全国
9+1拠点︕

バンコク

2
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⼈財に役⽴つサービスを多数展開

ホスピタリティ＆グローイングジャパン 紹介

サービス業に特化した
定額制研修サービス

スマートフォンで学ぶ
店舗スタッフ教育アプリ

SIS検定

社員の成果を
“⾒える化”する資格

マニュアル作成

業務の「基準」を示す
現場マニュアル作成

制度構築

評価制度や
教育・研修の仕組み構築

貴社指定会場にて
弊社講師が研修を実施

出張研修

サービス業に特化した
従業員満⾜度調査

3
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有本 均

株式会社ホスピタリティ＆グローイング・ジャパン
代表取締役社⻑
グローイング・アカデミー 学⻑

元 日本マクドナルド株式会社 ハンバーガー大学学⻑

元 株式会社ファーストリテイリング ユニクロ大学 部⻑

元 株式会社バーガーキング・ジャパン 代表取締役社⻑

H i t o s h i A r i m o t o

1979年、⽇本マクドナルド株式会社に⼊社。

店⻑、スーパーバイザー、統括マネージャーを歴任後、マクドナルドの教育責任者である

「ハンバーガー⼤学」の学⻑に就任。2003年、株式会社ファーストリテイリングの柳井

社⻑（当時）に招かれ、ユニクロの教育責任者である「ユニクロ⼤学」の部⻑に就任。

その後、株式会社バーガーキング・ジャパンの代表取締役など、外食･サービス業の代表、

役員を歴任する。2012年、株式会社ホスピタリティ＆グローイング・ジャパンを設⽴。

マクドナルド、ユニクロ等を経験して得た「人財育成のノウハウ」を活かし、世界中の

サービス業の発展を目指す。

どんな人でも
⼀流に育つしくみ

マクドナルドの教え方
ユニクロの鍛え方

グローイング・アカデミー学⻑
有本 均 著

2013年 発刊

社⻑は⼈財育成の先駆者︕

ホスピタリティ＆グローイングジャパン 紹介

A m a z o nランキング 1 位 獲得

4
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100を超える豊富な講座数
（通学型100種類、オンデマンド型50種以上）

ディスカッションや
ロールプレイング中心の講座

さまざまな

階層別
研修

重要な

他社交流

実践型
研修

復習にも
最適

何度でも受講可能な⽉額定額制 アカデミーに通えない方にも

オンデマンド型研修

サービス業の現場経験が豊富な講師陣

サービス業界に特化した人財が定着する定額制研修

サービス紹介 〜グローイング・アカデミー〜

5
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COPYRIGHT 2018 Hospitality & Growing Japan,Co.,LTD, ALL RIGHTS Reserved.

成⻑実感を持たせるためには︖サービス紹介 〜グローイング・アカデミー〜

能⼒診断

コース選定

講座予約

受講⾏動⽬標設定

自己評価

フィードバック

知識の定着×⾏動に移す

グローイング・サポートシステムで
アカデミーの受講プロセスをトータルサポート︕

グローイング・サポートシステム

6
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成⻑実感を持たせるためには︖サービス紹介 〜グローイング・アカデミー〜

⾏動⽬標設定受講

様式3-2 様式3-3-1-2

グローイング・アカデミーの受講履歴は
厚⽣労働省の推進するジョブ・カードに適応します

自己評価 フィードバック

学び・気づき ⾏動
モチベーション・
スキル向上

ジョブ・カードとは、厚⽣労働省による「⽣涯を通じたキャリア・プランニング」を⽬的とした、
職業スキルを⾒える化するためのツールです。

評価

システムを通してジョブ・カードに出⼒

7
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成⻑実感を持たせるためには︖サービス紹介 〜グローイング・アカデミー〜

様式 名称 対応様式

様式１－１ キャリア・プランシート（就業経験がある方用） ○

様式１－２ キャリア・プランシート
（就業経験のない方、学卒者等用）

様式２ 職務経歴シート ○

様式３－１ 職業能⼒証明（免許・資格）シート ○

様式３－２ 職業能⼒証明（学習歴・訓練歴）シート ○

様式３－３－１－１ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート
（企業実習・OJT 用）

○

様式３－３－１－２ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート
（在職労働者の実務経験の評価用）

○

様式３－３－２－１ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート
（離職者訓練（⾼齢・障害・求職者雇⽤⽀援機構）⽤）

様式３－３－２－２ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート
（離職者訓練（都道府県等）⽤）

様式３－３－２－３ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート（学卒者訓練⽤）

様式３－３－３ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート（求職者⽀援訓練⽤）

様式３－３－４ 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）シート（科⽬ごとに評価している教育訓練⽤）

※様式1-1︓キャリア・プランは目標設定を中心に対応
ジョブ・カードの対応様式

8
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株式会社ゴルフ・ドゥ様
ジョブ・カード活⽤事例のご紹介
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成⻑実感を持たせるためには︖活⽤事例紹介

株式会社ゴルフ・ドゥ様 会社概要

本社︓埼⽟県さいたま市中央区上落合2-3-1

株式公開︓平成18年4月6日 名証セントレックス
（証券コード3032）

店舗数︓直営店19店舗、FC店57店舗（平成30年3月31日現在）

http://www.golfdo.co.jp/

業種︓⼩売業

設⽴︓昭和62年9月

社員数(連結)︓ 105名
（平成30年3月31日現在）

ゴルフ・ドゥ 宇都宮鶴田店（直営店）

10
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成⻑実感を持たせるためには︖

ジョブ・カード活用までの背景

https://i-common.jp/casestudy/vol04.html

社⻑室・⼈財開発室 室⻑
⻄⼭ 典利様

「仕組みで人財を育成したい」という想い
「ジョブ・カード」で可視化を

2013年 グローイング・アカデミー通学開始
現在に至るまで社員教育を継続して実施

活⽤事例紹介

2014年 社内大学
「ゴルフ・ドゥ︕カレッジ」開校

2017年 社内評価制度改定

11
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成⻑実感を持たせるためには︖活⽤事例紹介

「ジョブ・カード」活用内容

⽬には⾒えない成⻑を実感させたい︕
⼈材輩出企業を作りたい︕
タレント・マネジメントの⼀環として活⽤したい︕
⼈財の定着に繋げたい︕

ジョブ・カードに期待する効果

「様式3-3-1-1 職業能⼒証明（訓練成果・実務成果）（企業実習・OJT用）」
⾃分で⽴てた⾏動⽬標に対してそれを実施したかどうか⾃⼰評価を⾏い、上司
が評価をする。適切な評価を⾏い、⾒えるようにすることで⼈財育成・モチベー
ションの向上にも貢献する。

「様式3-2 職業能⼒証明（学習歴・訓練歴）シート」
スキルの棚卸しをして、自分がどれだけ学んできたかを振り返る。
受講した成果の証明となるので社員のキャリア形成や自己アピールにも活用可能。

活用するジョブ・カード様式

12
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成⻑実感を持たせるためには︖活⽤事例紹介

事例1︓Ａさん ⼥性
・新卒入社6年⽬ 副店⻑
・社内「2番目」の受講数

【上司コメント】
⽬⽴つ存在ではなかったが、受講数が物語る通り「コツコツ」と研修・キャ
リアを積み重ね、今期上期は「優秀社員」として表彰されるほどに成⻑して
いる。新店オープンの「2番⽬」としても抜擢され、未経験でも成⻑できる
ことを⽴証している。

13
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成⻑実感を持たせるためには︖活⽤事例紹介

【上司コメント】
毎月1講座ペースで受講しており、成⻑意欲がある。定期的な受講によって
PDCAを繰り返し、成⻑している。
現在「副店⻑」に最も近い存在。

事例1︓Ｂさん 男性
・新卒入社2年⽬ 一般社員
・毎月講座をコンスタントに受講

14
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成⻑実感を持たせるためには︖活⽤事例紹介

今後の目標

直営19店舗で「ジョブ・カード」のノウハウを蓄積、
最終期にはFC店57店舗への展開が目標

キャリア形成の明⽂化＝計画的な育成と⾃⾝の成⻑
その為に「ジョブ・カード」を活用

社内で⼈財の「シンクタンク」的位置づけに︕

仕組みにより人財が育つ「文化」の醸成

「ジョブ・カード」を用いた最適な振り返りにより
人財配置の最適化に繋げる

15
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成⻑実感を持たせるためには︖最後に

Ｈ&Ｇの今後の目標

会員企業に「ジョブ・カード」の利⽤を促し、
教育履歴やスキルの⾒える化を促進

SIS検定など資格制度と組み合わせ、サービス業
の地位向上、選ばれる業界になることを実現

サービス業に特化した研修・コンサルティング会社
として「働き⽅改⾰」に貢献︕

16
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１．はじめに

「ジョブ・カード制度の活⽤を促進するための周知広報用ポータルサイト等の運用に係る業務」
で⾏った、総合サイトへのアクセス状況等の調査結果である。
なお、全体的に昨年度報告内容から、傾向の大きな変動は無いが、昨年度及び本年度事
業の取り組みによるアクセス状況への効果等について説明を⾏う。

■報告対象期間
2018年9月1⽇〜2018年9月30日

■調査内容
１．ランディングページへのアクセス
２．利⽤者のページ読了率
３．利⽤者が使用するデバイス及びブラウザ
４．利⽤者がアクセスするチャネル
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２．調査結果（ランディングページへのアクセス）

利⽤者が最初にアクセスするページ（ランディングページ）のアクセス状況について、以下の傾向が⾒られる。

①昨年度末に公開した、特設ページへのアクセスが、アクセスの上位となっている
②昨年度と同様に、「ＴＯＰ」「ジョブ・カードとは」 へのアクセスが多い傾向は変わらず

傾向

①特設ページは、厚⽣労働省等のホームーページからリンクが設定されており、利⽤者にとっての認知度が
高く、また、興味を高める内容となっているものと推測される。そのため、引き続き今年度と同じような特設
ページを作成し、集客強化を⾏っていくべきと考える。

考察
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２．調査結果（利⽤者のページ読了率）

今年度からユーザが各ページをどれだけ最後（最下部）まで閲覧している割合（読了率）についての測
定を⾏っており、以下の傾向が⾒られる。

①⽂字量が少ないページ及びスキルチェック（アセスメント）については、読了率が⾼い

傾向

①アセスメントは、利⽤者が興味を持つページとなり、そのため、最後まで閲覧されたものと推測される。その
ため、⾃⼰理解を促すアセスメントのコンテンツを掲載することで、利⽤者が増加する可能性があると
考える。

考察

項番 ページ タイトル URL PV数 50%到達率 読了率

1 スキルチェック結果 /question/output3.php 370 99.46% 80.0%

2 ジョブ・カード制度総合サイト - 厚⽣労働省 /advertisement/index.html 4955 86.72% 61.2%

3 スキルチェック /skillcheck/skillcheck.php 988 83.81% 55.5%

4 ジョブ・カード情報 管理⽀援ソフトウェアのダウンロード /katuyo/download/jobcardkanri.php 75 66.67% 52.0%29 エラーページ /question/output.php 551 39.93% 14.0%

30 ジョブ・カードとは /job_card.html 28042 70.17% 12.8%

31 TOP /index.html 16940 25.41% 12.1%

32 新着情報一覧 /topics.html 930 7.96% 3.8%

傾向①
スキルチェックについては、読了率
が高い。
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２．調査結果（利⽤者が使⽤するデバイス及びブラウザ）

利⽤者が総合サイトにアクセスするデバイス及びブラウザについては、以下の傾向が⾒られる。

①昨年度と同様に、デバイスは、パソコンからのアクセスが圧倒的に多い
②利⽤されているブラウザは、Internet Explore(以下、ＩＥ)とChromeが多い

傾向

傾向①
パソコンからのアクセスが、全体の75％

傾向②
IEとChromeが、全体の60％

①現在、作成⽀援ＷＥＢは、ＩＥのみで利⽤可能だが、今年
度末にChromeでも利⽤可能となる。
上記対応により、作成⽀援ＷＥＢの利⽤者が増加する可能
性があると考える。

②現在、スマートフォンからのアクセスが低い傾向にあるが、今年度
末に、作成支援アプリに対話型の機能を追加予定である。左
記のスマートフォン利⽤者向けの機能拡充により、スマートフォ
ンからの利⽤者が増加する可能性があると考える。

考察

作成支援アプリの画面イメージ

（※）現在開発中であるため、イメージと異なる場合がございます。77



２．調査結果（利⽤者がアクセスするチャネル）

①総合サイトへの流⼊元は昨年と同様に、「検索エンジン（Organic Search）」「直接アクセス
（Direct）」「リファラ（Referral）」「SNS（Social）」の順となっており、SNSの利⽤状況（※１）を
考えると、SNSからのアクセスが低いものの、昨年度よりもアクセスは増加している。

傾向

利⽤者が総合サイトへアクセスするチャネル（流⼊元）割合については、以下の傾向が⾒られる。

傾向①
SNSからのアクセス割合が、SNSの普及率等を考えると、低い割
合となっているが、昨年度よりも増加している。

SNSの利⽤率（※1）

出典︓総務省（平成27年版 情報通信白書のポイント）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc242220.html

①昨年度の同時期（約80アクセス）に対して、266アク
セスに増えており、LINEサイト開設やTwitter等での
周知により、SNSからの総合サイトへの流⼊増加の効果
が出てきているものと推測される。
そのため、引き続き、SNSでの情報発信及びLINEサイ
トの周知を⾏っていくことで、アクセス数が増加する可
能性があると考える。

考察
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３．まとめ

前ページまでに⽰した、昨年度及び本年度事業の取り組みによるアクセス状況への効果等の考察に基づ
く、提言を以下に示す。

項番 区分 提言内容

１
特設ページによる集客 今年度と同じように、利⽤者の興味を引く特設ページを作成し、継続して集客強化を

⾏っていくべきと考える。

２

アセスメントコンテンツの
掲載

利⽤者にとって、⾃⼰理解を促すアセスメントのコンテンツは興味を引く内容であると推
測されるため、アセスメントのコンテンツを更に掲載することで、利⽤者が増加する可能
性があると考える。

３
作成支援ＷＥＢのサ
ポート範囲拡大

Chromeの利⽤者が多いため、今年度末に作成⽀援ＷＥＢをChromeでも利⽤可
能とすることにより、作成⽀援ＷＥＢの利⽤者が増加する可能性があると考える。

４

スマートフォン向け機能
の拡充

今年度末に予定している、スマートフォン利⽤者向けの機能拡充（作成⽀援アプリへ
の対話型の⼊⼒機能）により、スマートフォンからの利⽤者が増加する可能性があると
考える。

５
SNSでの周知継続 今後も継続してSNSでの情報発信及びLINEサイトの周知を⾏っていくことで、アクセス

数が増加する可能性があると考える。
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（参考）主な用語説明

項番 用語 説明

１
ユーザー数 ブラウザ単位で計測されるユーザー数。指定した集計期間において、サイトへの訪問した人数から重複を除いた人数が算

出される。

２
セッション数 サイトへの訪問数。セッション開始後、操作が⾏われない状態で30分経過、午前0時をまたぐ、別の参照元から訪問する

場合、新しいセッションが始まったとみなされる。

３
新規セッション率 新規で訪問したセッションの割合。指定した集計期間内の初訪問ではなく、Googleアナリティクスで計測を始めてからの

初訪問が新規となる。
※再訪問でも25ヶ月超の期間が開いていた場合は初訪問となる。

４
平均セッション時間 1セッションでサイトに滞在した平均時間。離脱したページはカウントされない。

直帰セッションは0秒として計算される。

５
ページビュー数 閲覧されたページ数。ページが1 回表示されるごとにカウントされる。

６
ページ/セッション 1セッションで閲覧された平均ページ数

7
直帰率 1ページだけしか閲覧されなかった割合

直帰率＝1ページのみ閲覧したセッション数÷すべてのセッション数
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Job Cardジョブ・カード制度の推進状況②〜訓練種別を含む取得者数の推移〜ジョブ・カード制度の推進状況②〜訓練種別を含む取得者数の推移〜

（人）

〈⽬標︓２０２０年までに３００万⼈〉

ジョブ・カード取得者数： 2,034,091人 うち学生用ジョブ・カード取得者数： 44,997人 （平成30年8月末現在（速報値））

○各年度別 ジョブ・カード取得者数

65,169
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451,898
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872,364

1,089,338
1,284,004

1,481,697

1,740,225
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（8月末時点）
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ジョブ・カード ジョブ・カード

取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数 取得者数

雇用型訓練 6 3 5人 1 .0 % 7 , 8 2 5人 4 .8 % 1 4 , 5 1 4人 6 . 5 % 1 1 , 1 3 1人 5 .0 % 5 , 9 9 7人 3 .1 % 2 9 , 9 0 4人 13 .8 % 2 1 , 2 6 0人 10 .9 % 1 8 , 1 2 0人 9 .2 % 1 1 , 9 1 6人 4 .6 % 8 , 8 7 5人 4 . 3 % 2 , 8 5 6人 3 .3 % 1 3 3 , 0 3 3人 6 . 5 %

公共職業訓練 63 ,0 9 7人 96 .8 % 1 0 0 , 5 6 1人 61 .7 % 5 3 , 6 4 8人 24 .0 % 3 9 , 5 8 6人 17 .7 % 8 3 , 8 1 6人 4 2 .7 % 9 6 , 9 7 7人 44 .7 % 1 0 1 , 6 4 9人 52 .2 % 9 5 , 6 5 9人 48 .4 % 9 5 , 3 8 3人 37 .0 % 9 2 , 3 7 8人 44 .5 % 3 5 , 4 9 7人 41 .2 % 8 5 8 , 2 5 1人 42 . 2 %

基金訓練 1 9 , 1 0 4人 11 .7 % 1 3 0 , 2 3 6人 58 .2 % 1 4 8 , 7 7 5人 66 .4 % 1 , 0 2 0人 0 .5 % 2 9 9 , 1 3 5人 14 . 7 %

求職者支援訓練 15 ,4 2 4人 6 .9 % 9 4 , 7 4 1人 4 8 .3 % 7 7 , 0 5 1人 35 .5 % 5 7 , 2 8 1人 29 .4 % 4 0 , 2 5 6人 20 .4 % 3 1 , 6 0 4人 12 .2 % 2 8 , 2 2 2人 13 .6 % 1 0 , 9 3 7人 12 .7 % 3 5 3 , 2 5 5人 17 . 4 %

7 5 , 0 3 9人 29 .0 % 3 2 , 9 1 0人 15 .8 % 1 4 , 0 4 2人 16 .3 % 1 2 1 , 9 9 1人 6 . 0 %

6 5 , 1 6 9人 16 2 ,8 8 5人 22 3 ,8 4 4人 22 4 ,1 3 9人 1 9 6 ,3 2 7人 21 6 ,9 7 4人 19 4 , 6 6 6人 19 7 ,6 9 3人 25 8 ,5 2 8人 20 7 ,7 3 2人 86 ,1 3 4人 2 ,0 3 4 , 0 9 1人

6 .9 % 7 7 , 5 1 1人 3 . 8 %

合計（①＋②＋③＋④）

6 . 0 % 3 1 , 8 3 1人 12 .3 % 2 7 , 9 6 4人 13 .5 % 5 , 9 3 0人11 ,7 8 6人

④ 上記以外のジョブ・カード

制度総合サイトによる取得者

（平成27年12月～）

8 . 4 % 1 6 , 8 7 2人 19 .6 % 1 8 8 , 6 5 4人 9 . 3 %

③助成金を活用した企業での

取得者

7 . 4 % 3 1 , 8 7 2人 16 .1 % 1 2 , 7 5 5人 4 .9 % 1 7 , 3 8 3人4 .1 % 1 0 , 7 5 3人 5 .5 % 1 3 , 0 4 2人 6 .0 % 1 4 , 4 7 6人2 .2 % 3 5 , 3 9 5人
②その他支援機関での

取得者
1 , 4 3 7人

62 .3 % 4 9 , 2 9 0人95 .9 % 1 8 5 , 5 7 4人 9 4 .5 % 2 0 3 , 9 3 2人 94 .0 % 1 8 0 , 1 9 0人 80 . 9 %9 2 . 6 % 1 5 4 , 0 3 5人 77 .9 % 1 3 8 , 9 0 3人 53 .8 % 1 2 9 , 4 7 5人

21 .7 % 2 5 , 4 4 6人 11 .4 % 9 , 2 2 3人

比率

①訓練関係機関での

取得者
6 3 , 7 3 2人 97 .8 % 1 2 7 , 4 9 0人 78 .3 % 1 9 8 , 3 9 8人 88 .6 % 2 1 4 , 9 1 6人

比率 比率 比率 比率 比率 比率比率 比率 比率 比率 比率

5 7 . 2 % 1 , 6 4 5 , 9 3 5人

平成 2 6年度 平成 2 7年度 平成 2 8年度 平成 2 9年度 平成 3 0年度 累計平成 2 0年度 平成 2 1年度 平成 2 2年度 平成 2 3年度 平成 2 4年度 平成 2 5年度
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（参考資料２） 
 

第６回ジョブ・カード制度推進会議における主なご意見 

 

１ 議題１（資料２－１ ジョブ・カード制度総合サイト）について 

○ トップページから直接ジョブ・カード普及サポーター企業の紹介ページにア

クセスできるようなものも追加していただきたい。 

○ ゲームとか人とのやり取りの流れで、他のサイトに触れるという点と、アニ

メやタレントのサイト誘い込む点と、人の特性に合わせた両方の分析からアプ

ローチされることを期待する。 

○ ジョブ・カードの認知度が低いので、スマホ対応にしたとしても、その言葉

のもう 1 つ手前で誘導するような何かがないと行き着かないので、どうしたら

そこに誘導できるかという導線を考えないと、いろいろ手当てを講じても効果

はないのではないか。 

２ 議題１（資料２－３ ジョブ・カード「実践的能力評価」強化事業）について 

○ 学校ではきちんとやっているつもりだけれども企業が評価するものでなかっ

たり、学校は本当にいろいろなことをやっているのに企業側が分かっていなか

ったりという、お互いによく理解していないというミスがあるので、この研究

会がそれをうまくチューニングする場となれば、いいものになる。 

○ 従事している割合から言えば、営業職の方々が圧倒的に多い。営業の分野に

おける人材がどういう形で育成されて、どういう形で活躍していくのかという

のは、ニーズからすると一定の有用性があると思う。 

○ 資格化されない学び直しやリカレント教育を通じて新たに身に付けた専門的

な知識・技術をどう評価して、ジョブ・カードに取り込んでいくのか、具体的

にどういう技術が身に付いて、できるようになったのかということを、ジョブ・

カードの中に記載して、伝えられるような仕組みを作っていくことが重要。 

○ 履歴書や職務経歴書ではない、求職者が応募企業に伝えたい自分の評価を上

げるためのサムシングをジョブ・カードにうまく吸収させ、表明できるように

なっていくことが重要。 

○ 定年退職を迎える人たちが次のキャリアを考える上でジョブ・カードを作る、

あるいは同じ会社の中で再雇用される場合以外にうまく使えるようにしていく

ということを今のタイミングで、考えてもいいのではないか。   
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